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いすゞが5月から本社を構える横浜ゲートタワー
神奈川県内に本社や工場を移転する動きが相次いでいる。東京に近いアクセスの良さに加え、県内に現場や製造拠点がある企業が本社機能を移転・集約して業務を効率化させる例も目立つ。新型コロナウイルス禍に伴うテレワークの普及などで東京から拠点を移す動きが広がったことを受け、県内の自治体も補助金や税制面の優遇などで誘致を積極的に進めている。

いすゞ自動車は5月9日、横浜市のみなとみらい（MM）21地区にある複合施設「横浜ゲートタワー」に本社を移転した。本社はもともと東京・品川にあったが、国内唯一の完成車生産拠点である藤沢工場（神奈川県藤沢市）との距離を近づけて、業務改善につなげるという。同社は「本社から生産現場に行く機会は多い。現場との連携がさらに取りやすくなる」（広報担当者）と説明する。

またMM21地区には様々な分野の企業が集積していることもあり、横浜市の担当者は「（企業や組織の垣根を越えて知識や技術を持ち寄る）オープンイノベーション戦略で他社との連携を期待して移転してくる例も多いのではないか」と分析している。実際、いすゞも「様々な業種の企業とつながる機会があり、イノベーション創出のきっかけになればと考えている」（同）としている。

2024年に東京・渋谷の本社を横浜市都筑区に移転すると発表したのは、自動車部品世界最大手の独ボッシュ日本法人だ。車載ソフトウエアの開発などを担う8つの国内開発拠点を、約400億円を投じて横浜市に建設する新研究所に集約し、本社も移す。

新研究所では車両制御のソフト開発や、自動運転、つながる車など先進技術の研究・実験も担う。東京の渋谷区や千代田区、横浜市内の別の拠点から2000人が移る予定という。クラウス・メーダー社長は移転発表時の記者会見で「コロナ禍でも直接の対話を重視したい。従業員間の協業を一段と促す」と拠点集約の狙いを語った。

小田急電鉄は23年、鉄道部門の本社機能を東京・新宿から神奈川県海老名市に移転する。鉄道の路線や駅の大部分が神奈川県内にあり、「沿線各所と行き来しやすい場所に移転することで、緊急時に現場に駆け付けたり、サポートに入ったりしやすくなる」という。


横浜ゴムは23年3月までに平塚市の製造拠点に本社機能を集約する。写真は平塚製造所内の研究開発センター
横浜ゴム（東京・港）も23年3月までに神奈川県平塚市の製造拠点に本社機能を移す。「経営企画と開発の担当を本社に集約することで、自動車メーカーから届いた情報を迅速に共有する狙いがある」（経営企画部）という。

行政も企業誘致に積極的だ。海老名市は市外の企業などを対象に一定の要件を満たせばオフィスビルの賃料6カ月分最大300万円を補助する事業を3月に開始した。平塚市は市内で事業所の新増築をした場合、固定資産税などの相当額の一部を助成する支援策を実施しているが、4月からは市内に本社機能がある場合は5年の助成期間を7年に延長した。


帝国データバンク横浜支店によると、21年に神奈川県内に転入した企業は327社だった。転出した企業数を差し引いた「転入超過」は146社で、都道府県別で全国最多だった。移転元で最も多かったのは東京の272社で、同支店は「取引先との関係維持や人材採用の強化、交通の利便性などを背景として神奈川が移転先の受け皿になっている」とみている。




